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 認知症者の非訪問型の生活機能評価を受診待機期間短縮に活用する意義についての考察 

－熊本県における認知症疾患医療センターの受診待機期間の課題から考える－ 

 

研究分担者：石川 智久 （国立大学法人熊本大学・大学院生命科学研究部・ 

特定研究員） 

（医療法人洗心会 荒尾こころの郷病院/熊本県地域拠点型認知 

症疾患医療センター） 

研究協力者：宗 久美 井上靖子 嶋田恵子 

（医療法人洗心会 荒尾こころの郷病院/熊本県地域拠点型認知 

症疾患医療センター） 

松岡 明子  （医療法人洗心会 荒尾こころの郷病院 

北尾 昌平   （株式会社 ともいき Labo） 

 

研究要旨：本分担研究者らは、認知症疾患医療センターとして、受診相談、診断、診断後支

援、在宅生活支援、各関係機関との連携促進などを通し、認知症者の在宅支援継続のための

支援介入をマネジメントする役割を担っている。しかし、受診相談からリアルでの初診まで

の待機期間の長期化は慢性的な課題である。そこで、本研究で実施する非接触型の生活機能

評価は、認知症診断に有用な所見を得られることから、ICT 技術による待機期間の短縮につ

ながる可能性を考えた。本分担研究では、待機期間の長期化は当認知症疾患医療センター

（以下、当センター）だけの課題なのかについて、データ収集、可視化を行ってその背景を

考察した。2021・2022 年度について解析した結果、全国および九州の疾患センターでは待

機期間は 15 日以内が多かったのに比べ、当センターでは 15 日以上 1 か月未満が最多であ

り、待機期間の長期化は、当センター特有の課題であることが明らかとなった。受診の長期

化は、患者当事者や家族の日常生活への支障の増大につながり、ADL の低下、さらには、

生活の質（quality of life : QOL）の低下に直結する。受診後の在宅生活支援のための ICT

活用ではあるが、同時に、受診時の生活状況の評価から診断に有用な情報が得られる可能性

があり、待機期間の短縮に有用であることも考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

現在全国に整備されている認知症疾患医

療センターは、受診相談、診断（鑑別診断含

む）、診断後支援、在宅生活支援、各関係機

関との連携促進などを通し、認知症者の在

宅支援継続のための支援介入を専門医療機

関の立場でマネジメントする役割を担って

いる。しかし、受診相談からリアルでの初診

までの待機期間の長期化は慢性的であり、

大きな課題である。本研究で活用する非接

触型の生活機能評価は、診断後の生活支援

を主たる目的として開発しているが、同時

に、認知症診断には日常生活状況に関する

所見が必須であることから、ICT 技術によ

る事前の情報収集は、待機期間の短縮にも

影響するのではないかと考えた。 
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そこで本分担研究では、待機期間の長期

化が当認知症疾患医療センター（以下、当セ

ンター）だけの課題なのか、データ収集、可

視化を行って考察することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

当センターにおける 2021・2022 年度の

受診者データより相談受診から初診までの

待機期間をグラフにより可視化し、全国の

認知症疾患医療センターおよび九州の認知

症疾患医療センターのデータと比較した。

また、熊本県内の認知症疾患医療センター

連携担当者会議において出された意見を抜

粋し質的な検討を行った。 

(倫理面への配慮) 

医療法人洗心会荒尾こころの郷病院倫理 

委員会の審査を受け、実施した。 

 

C. 研究結果 

当センターの 2021 年度の初診までの待

機期間は、全国や九州各県においては 14 日

未満が一番多く、次いで 15 日～1 か月未満

となっていたが、当センターの場合は、15

日～1 か月未満が一番多くなっていた（図

１）。 

当センターの初診までの待機状況に関し

ては、2021年度の平均待機日数が26.98日、

2022年度の平均待機日数は 33.95日であっ

た（図 2）。当センターの相談件数も年々増

加しており、2022 年度は 2500 件を超えて

おり（図 3）、その相談元の半数以上は家族

からであった（図 4）。 

 

 

 

（図 1）2021 年度 初診までの待機日数 

 

 

 

（図 2）2021・22 年度 当センター初診ま

での待機状況 

 

 

 

（図 3）2021・22 年度当センター相談件数 
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（図 4）相談元の割合 

 

長期化の要因についての質的解析では、

熊本県の認知症疾患医療センター連携担当

者会議において、相談件数の増加、認知症診

療を担う医師の不足、家族・本人・専門職な

どの専門医を希望する受診行動、などの意

見が聴取された。相談件数の増加に伴い、医

師だけでなく相談窓口となる連携担当者の

人員不足も長期化の要因の一つであると解

析された（スライド１）。 

 

（スライド１）初診待機期間長期化の要因 

 

D. 考察 

厚生労働省により示されている認知症疾

患医療センター運営事業実施要綱において

は、地域から求められる役割のひとつに鑑

別診断があり、創設当初より事業の質をい

かに担保するかという課題があげられてい

る。また同時に、認知症の行動心理症状

（ Behavioral and Psychological 

Symptoms of Dementia : BPSD）への即時

対応も当初より求められていたが、受診相

談から実際の初診までの待機期間の長期化

が課題となっている。受診の長期化は、患者

当事者や家族の日常生活への支障の増大に

つながり、ADL の低下、さらには、生活の

質（quality of life : QOL）の低下に直結す

る。 

当センターも同様に、初診までの待機期

間の長期化は大きな課題となっていること

が明らかとなったが、とりわけ全国あるい

は九州内の疾患センターと比べても待機期

間が長くなっており、とりくむべき喫緊の

課題であることが浮き彫りとなった。 

その背景としては、社会全体の高齢化に

伴う相談件数の増加、担当する職員数のマ

ンパワー不足、なかでも、老年精神医学や認

知症の専門医が、相談や受診ニーズに対し

て慢性的に不足しているという背景が、連

携担当者の意見として表出されていること

から、限られたマンパワーで初診までの待

機期間をいかに短縮化していくかという課

題に対しては、待機期間中に ICT を活用し

た非訪問型の事前面談や生活機能のアセス

メントを行うことで、診断やマネジメント、

在宅生活 ADL 評価などを効率的に行うこ

とも、解決策の一つとして考えられる。 

今後は、本 ICT 技術や ICT を用いた在宅

生活評価を取り入れた認知症者の在宅生活

継続のための効率化が実践できる可能性を

検討するために、実際の外来患者の協力で

生活機能評価も含めた鑑別診断や、受診待

機期間の短縮につなげるスキームの作成を

検討していく。 

 

E. 結論 
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受診相談から初診までの待機期間の長期

化が確実に進んでいることが明らかとなり、

ICT ツールを活用した非訪問型の日常生活

評価は、診断のための日常生活障害を把握

するためにも有用なツールである可能性が

示唆された。 
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